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１ 相談事業の概要 
市民安全課では、市民相談員等による市民相談を行っています。相続、離婚等の「民事・一般相談」や弁護

士、司法書士による「法律相談」のほか、外部機関の主催で行う「特別相談」があります。また、市民安全課内の

消費生活センターでは、消費者と事業者との契約トラブル等の相談を受ける消費生活相談を行っています。 

  相談種類一覧                          令和６年４月現在 

相談種別 相談日 
相談員 

（主催する機関等） 
相談内容 

市民相談 

（市主催） 

民事・一般相談 月～金曜日 

 9:00～12:00  

13:00～16:00  

市民相談員 

（市民安全課） 

相続、離婚、金銭貸借等 

交通事故相談 交通事故による損害賠償等 

市政相談 道路、建設、河川、福祉等 

法
律
相
談 

弁護士相談 
水曜日 

13:30～15:30 

弁護士 

（市民安全課） 
法律的解釈について 

司法書士相談 
第１・３金曜日 

13:30～15:30 

司法書士 

（市民安全課） 

消費者金融・クレジット

などによる借金、相続、

遺言、成年後見等 

 

 

市民相談 

他機関 

主催 特
別
相
談 

税務相談 
第２・４火曜日 

13:00～15:00 

税理士 

（東海税理士会） 
国税、地方税等の税全般 

不動産相談 
第３火曜日 

13:30～15:30 

静岡県宅建協会会員 

静岡県宅地建物 

取引業協会 

不動産の売買・相続等 

労務相談 
第１・３木曜日 

13:00～15:00 

社会保険労務士 

静岡県社会保険 

労務士会 

労使間トラブル、労災、

社会保険等 

人権相談 
第２・４木曜日 

13:00～15:00 

人権擁護委員 

静岡地方法務局 

富士支局 

差別待遇、脅迫など人権

問題 

行政相談 
第２・４金曜日 

13:00～15:00 

行政相談委員 

静岡行政監視行政 

相談センター 

国、特殊法人についての

苦情・要望等 

消費生活相談 
月～金曜日 

 9:00～16:00  

消費生活相談員 

富士市消費生活 

センター 

消費者と事業者との契約

に関するトラブル等 

※「外国人相談」は、令和４年度より市民活躍・男女共同参画課に移管しました。 

※「公証役場出張相談」は、令和４年度をもって終了しました。 

 

  相談件数推移                                           

相談種別 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

市民相談 

（市主催） 

民事・一般相談 1,551 1,536 1,436 1,632 1,680 

交通事故相談 37 33 45 35 40 

市政相談 23 16 3 14 18 

法律 

相談 

弁護士相談 114 124 97 182 162 

司法書士相談 36 20 21 22 34 

 

市民相談 

他機関 

主催 

特別

相談 

税務相談 42 48 56 66 77 

不動産相談 57 57 43 55 71 

労務相談 9 16 10 19 33 

人権相談 3 3 3 7 2 

行政相談 3 0 0 15 10 

公証役場出張相談 6 0 0 0 0 

小 計 1,881 1,853 1,714 2,047 2,127 

犯罪被害者等の支援に関する相談 - - 0 3 1 

消費生活相談（延べ相談件数） 4,805 4,928 5,489 4,813 4,828 

合 計 6,686 6,781 7,203 6,863 6,956 

※「犯罪被害者等の支援に関する相談」は、警察を通して相談を受け付けているため、「 相談種類一覧」には記載していません。 

※令和３年度までの事業概要で相談種別「個人情報」としていた件数は、「民事・一般相談」に計上しています。 
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２ 市民相談 

  相談方法、相談件数 

 来所 電話 合計件数 

相談件数 1,277 件 850 件 2,127 件 

 

  相談内容内訳 

事
業
別

種
類
別

相談件数
Ａ

弁護士
相談の
内訳

司法書士
相談の
内訳

相談件数
Ａ

弁護士
相談の
内訳

司法書士
相談の
内訳

相談件数
Ａ－Ｂ

対前年度
増減率

23 6 1 27 14 0 △4 △14.81%

16 6 0 12 4 0 4 33.33%

51 4 0 87 5 0 △36 △41.38%

カード・サラ金 4 22 17 5 32 9 △1 △20.00%

その他 49 9 3 48 10 0 1 2.08%

157 7 0 147 4 0 10 6.80%

5 0 0 8 0 1 △3 △37.50%

647 20 10 623 16 10 24 3.85%

259 25 1 223 19 0 36 16.14%

137 4 0 109 4 0 28 25.69%

36 7 0 46 11 0 △10 △21.74%

5 0 0 7 1 0 △2 △28.57%

54 0 0 78 1 0 △24 △30.77%

237 52 2 212 60 2 25 11.79%

1,680 162 34 1,632 181 22 48 2.94%

40 0 0 35 1 0 5 14.29%

1 0 1 -

0 1 △1 △100.00%

1 2 △1 △50.00%

0 0 0 -

2 1 1 100.00%

1 0 1 -

0 2 △2 △100.00%

5 1 4 400.00%

0 1 △1 △100.00%

8 6 2 33.33%

18 14 4 28.57%

162 182 △20 △10.99%

34 22 12 54.55%

196 204 △8 △3.92%

1,934 1,885 49 2.60%

77 66 11 16.67%

71 55 16 29.09%

33 19 14 73.68%

2 7 △5 △71.43%

10 15 △5 △33.33%

0 0 0 -

193 162 31 19.14%

2,127 162 34 2,047 182 22 80 3.91%合計

小計

法律相談

（

他
機
関
主
催
）

市
民
相
談

計

小計

税務

その他

小計

市

民

相

談

（

市

主

催

）

計

弁護士相談

司法書士相談

医療

空地

その他

交通事故

特
別
相
談

行政

人権

労務

公証役場

不動産

扶養・親族

登記

相続・贈与

婚姻関係

相隣境界関係

労働問題

道路

河川

医療

福祉

教育

民
　
事
　
・
　
一
　
般
　
相
　
談

借家・貸家

借地・貸地

不動産売買

金銭貸借

区　　　　　分 令和６年度 令和５年度 比 較

内　容　別

市
　
政
　
相
　
談

市税

水道

建設

都市計画

 

※令和３年度までの事業概要にて相談種別「個人情報」としていた件数は、「民事・一般相談」に計上しています。 

※令和５年度の各件数は、試験的に実施した出張市民相談の件数を含んでいます。 
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３ 犯罪被害者等支援 

 富士市では、犯罪被害者等に関する問題を社会全体で考え、誰もが安心して暮らせる社会の実現を目的とし

て、「富士市犯罪被害者等支援条例」を制定し、令和４年４月１日から施行しています。 

 

 相談件数及び各見舞金支給件数 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

相談件数 0 3 1 

遺族見舞金※１の支給件数 0 0 0 

重傷病見舞金※２の支給件数 0 1 0 

   ※１：犯罪等により死亡した方の遺族への見舞金。 

   ※２：犯罪等により重傷病（療養期間が１か月以上の負傷又は疾病）を負った方への見舞金。 

 

 

 犯罪被害者週間における啓発活動 

 11 月 25 日から 12 月１日の犯罪被害者週間等に、各種啓発活動を実施。 

<啓発パネルの展示> 

〇日時  令和６年 12 月２日（月）～12 月６日（金） 

〇場所  市庁舎２階 市民ホール 

<広報ふじへの記事掲載> 

〇掲載号  令和６年 11 月号 

〇タイトル  「もしも、犯罪被害に遭ったら…」 

 

 

 その他 

「ホンデリング」への協力 

 全国被害者支援ネットワークが行う「ホンデリング」というプロジェクトでは、寄贈された書籍などの売却代金を犯

罪被害に遭われた方への支援活動に役立てています。富士市は、このプロジェクトに賛同し、不要となった書籍

を集めて毎年寄贈しています。 

〇受付期間  令和６年 11 月１日（金）～11 月 29 日（金） 

〇対象書籍  ISBN コード（国際標準図書番号）がついており、2010 年以降に出版された書籍 
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４ 消費者行政 
【消費生活相談】 

  相談方法、相談件数 

 来所 電話 文書 合計 

新規件数 423 件 1,829 件 3 件 2,255 件 

継続件数 317 件 1,960 件 296 件 2,573 件 

延べ件数 740 件 3,789 件 299 件 4,828 件 

※「文書」は、メール及びＦＡＸを含みます。 

 

  相談内容内訳 

 ①内容別 

安
全
・
衛
生

品
質
・
機
能
・

役
務
品
質

法
規
・
基
準

価
格
・
料
金

計
量
・
量
目

表
示
・
広
告

販
売
方
法

契
約
・
解
約

接
客
対
応

包
装
・
容
器

施
設
・
設
備

買
物
相
談

生
活
知
識

そ
の
他

計

商 品 一 般 444 0 2 0 23 0 13 299 190 13 0 0 0 0 8 548

食 料 品 125 3 11 1 14 0 13 77 69 10 0 0 1 0 0 199

住 居 品 86 5 20 2 11 0 5 41 45 9 0 0 2 0 0 140

光 熱 水 品 61 1 4 0 10 0 2 34 23 6 0 1 1 0 0 82

被 服 品 66 0 4 0 6 0 4 47 40 12 0 0 1 0 0 114

保 健 衛 生 品 190 7 13 1 34 0 29 138 109 16 0 0 0 0 0 347

教 養 娯 楽 品 101 3 16 0 9 0 5 54 53 14 0 0 2 1 0 157

車 両 ・ 乗 り 物 62 1 12 2 8 0 2 15 39 9 0 0 1 0 1 90

土 地 ・ 建 物 ・ 設 備 160 3 11 2 17 0 0 123 62 9 0 0 1 0 0 228

他 の 商 品 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 2

ク リ ー ニ ン グ 2 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3

レンタル・リース・賃貸 74 4 10 0 32 1 0 7 39 6 0 0 0 0 1 100

工 事 ・ 建 築 ・ 加 工 74 0 11 1 19 0 3 44 30 6 0 0 1 0 0 115

修 理 ・ 補 修 21 0 6 0 7 0 3 3 14 3 0 0 0 0 0 36

管 理 ・ 保 管 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

役 務 一 般 13 0 0 0 2 0 0 5 10 0 0 0 0 1 0 18

金融・保険サービス 298 1 2 5 50 0 3 52 218 24 0 0 1 1 21 378

運輸・通信サービス 125 0 4 0 14 0 4 69 78 14 0 0 0 1 0 184

教 育 サ ー ビ ス 4 0 0 0 0 0 1 1 3 0 0 0 0 0 0 5

教養・娯楽サービス 89 1 2 1 19 0 4 42 63 12 0 0 0 0 0 144

保健・福祉サービス 108 13 15 0 19 0 4 31 63 13 0 0 3 0 1 162

他 の 役 務 107 0 4 5 21 0 9 56 60 7 0 0 0 0 0 162

内職・副業・ねずみ講 26 0 0 1 11 0 6 19 19 3 0 0 0 0 0 59

他の行政 サー ビス 8 0 0 1 0 0 0 3 2 0 0 0 0 2 0 8

他 の 相 談 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2,255 42 148 22 327 1 110 1,161 1,231 187 0 1 14 6 32 3,282

受
　
付
　
件
　
数

内　　容　　別　　相　　談　　件　　数

商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目商品別分類項目

内容別分類項

商品別分類項目

 

※１件の相談で複数の内容が含まれていることがあるため、受付件数と内容別相談件数の合計は異なります（内容別相談件数の

方が多くなっています）。 
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②年齢別 

 20 歳未満 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳以上 その他・不明 

相談件数 29 件 126 件 152 件 255 件 374 件 418 件 801 件 100 件 
全体に 

占める割合 1.3% 5.6% 6.7% 11.3% 16.6% 18.5% 35.5% 4.4% 

 

 

  相談件数上位 

 ①商品・役務別 

順位 分類 令和６年度 令和５年度 

比較 

相談件数 

増減 

対前年度 

増減率 

１位 商品一般 444  221  223 件 100.9% 

２位 融資サービス 173  167  6 件 3.6% 

３位 化粧品 152  109  43 件 39.4% 

４位 空調・冷暖房・給湯設備 96  20  76 件 380.0% 

５位 役務その他 93  90  3 件 3.3% 

６位 レンタル・リース・貸借 74  101  △27 件 △26.7% 

６位 工事・建築・加工 74  134  △60 件 △44.8% 

８位 健康食品 72  55  17 件 30.9% 

９位 他の金融関連サービス 64  33  31 件 93.9% 

10 位 理美容 58  19  39 件 205.3% 

 

 ②年代別商品・役務別 ※下段は相談件数 

順位 20 歳未満 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳以上 

１位 

他の教養・娯

楽 
融資サービス 商品一般 商品一般 商品一般 商品一般 商品一般 

10 件 22 件 22 件 37 件 48 件 94 件 212 件 

２位 
理美容 理美容 融資サービス 融資サービス 化粧品 化粧品 

空 調 ・ 冷 暖

房・給湯設備 

6件 22 件 20 件 24 件 43 件 41 件 59 件 

３位 
化粧品 自動車 理美容 

レンタル・リ

ース・貸借 
融資サービス 融資サービス 化粧品 

2件 9 件 11 件 20 件 34 件 30 件 43 件 

４位 
融資サービス 

レンタル・リ

ース・貸借 
自動車 化粧品 役務その他 健康食品 融資サービス 

2件 8 件 7 件 13 件 21 件 20 件 36 件 

５位 
商品一般 

他の金融関連

サービス 

レンタル・リ

ース・貸借 
理美容 健康食品 

インターネット通

信サービス 

工事・建築・

加工 

1件 7 件 7 件 12 件 14 件 17 件 35 件 

 

 ③販売購入形態別 

順位 分類 令和６年度 令和５年度 

比較 

相談件数 

増減 

対前年度 

増減率 

１位 不明・無関係 653  418  235 件 56.2% 

２位 通信販売 578  588  △10 件 △1.7% 

３位 店舗購入 553  517  36 件 7.0% 

４位 訪問販売 224  203  21 件 10.3% 

５位 電話勧誘販売 175  115  60 件 52.2% 

６位 訪問購入 44  37  7 件 18.9% 

７位 その他無店舗販売 13  12  1 件 8.3% 

８位 マルチ・マルチまがい取引 10  12  △2 件 △16.7% 
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  相談件数推移 

 ①全体 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

新規件数 1,907 件 1,719 件 1,966 件 1,908 件 2,255 件 

延べ件数 4,805 件 4,928 件 5,489 件 4,813 件 4,828 件 

※令和４年７月 14日をもって消費者庁が個人情報保護に関する苦情相談情報の収集を取りやめることになったため、本市

においても同日をもって個人情報保護に関する相談件数の集計を終了しました。上表の相談件数では、令和４年度以前

の件数についても個人情報単独の相談を除いて集計しているため、過去に公表した件数と数値が異なります。 

 

②60 歳以上の相談件数及び全体の相談に占める割合 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

60 歳以上の 

相談件数 
835 件 737 件 910 件 955 件 1,219 件  

全体に占める割合 43.7％ 42.9％ 46.3％ 50.1％ 54.1% 

 

  <60 歳以上の全体の相談に占める割合推移>  

 
 60 歳以上の全体の相談に占める割合は増加傾向にあります。高齢者を狙う悪質な勧誘等は

後を絶たないため、「あやしい」と感じた場合は公的機関や周囲の方に相談するよう、引き

続き広く呼び掛けていく必要があります。 

 

③あっせん件数 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

解決 184 件 191 件 229 件 244 件 225 件 

不調 29 件 21 件 19 件 18 件 20 件 

合計 213 件 212 件 248 件 262 件 245 件 

※消費生活センターによる「あっせん」とは、法的な指導権限や強制力を伴うものではなく、消費者と事業者との間に入って

話し合いの手伝いをすることで解決を目指すものです。 

 

 

④訪問販売・電話勧誘販売・通信販売の相談件数 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

訪問販売 174 件 150 件 165 件 203 件 224 件 

電話勧誘販売 88 件 96 件 108 件 114 件 175 件 

通信販売 599 件 492 件 631 件 588 件 578 件 
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 ⑤インターネット通信販売・インターネット通信サービスに関する相談件数 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

インターネット

通信販売 
474 件 388 件 489 件 427 件 434 件 

インターネット

通信サービス 
53 件 58 件 60 件 56 件 55 件 
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【消費者教育・消費者啓発】 

  家庭科連携授業、啓発講座等 

 ①実績一覧 

対象別事業 実施回数 参加人数 

中学校における家庭科連携授業 67 回 1,829 人 

高校における家庭科連携授業 22 回 709 人 

若年層に対する啓発講座 4 回 196 人 

高齢者・障害者に対する啓発講座 26 回 489 人 

高齢者・障害者を見守る方に対する啓発講座 3 回 85 人 

夏休み親子消費者教室 3 回 25 組 56 人 

市民生活講座 5 回 137 人 

合 計 130 回 3,501 人 

 

 

②実績内訳 

<中学校における家庭科連携授業 15 校> 

実施日 実施場所 対象 参加人数 

6/24、6/27、

6/28 
吉原第一中学校 ２年生６クラス 179 人 

10/4 大淵中学校 ３年生３クラス 83 人 

10/24、10/31 元吉原中学校 ３年生２クラス 38 人 

11/21、11/25  吉原第二中学校 ３年生５クラス 153 人 

11/26、11/29 吉原北中学校 ３年生３クラス 95 人 

12/3 富士川第一中学校 ２年生２クラス 46 人 

12/9 富士川第二中学校 ９(３)年生２クラス 47 人 

1/20、1/21 吉原第三中学校 ３年生４クラス 111 人 

1/22、1/29 須津中学校 ３年生４クラス 89 人 

2/3、2/10、

2/12 
鷹岡中学校 ３年生５クラス 127 人 

2/18、2/19、

2/21 
岩松中学校 ３年生６クラス 174 人 

2/25、2/26 富士中学校 ２年生６クラス 162 人 

2/27、2/28  岳陽中学校 ２年生７クラス 199 人 

3/3、3/4、3/7 富士南中学校 ２年生８クラス 223 人 

3/5、3/6 田子浦中学校 ２年生４クラス 103 人 

 

 

<高校における家庭科連携授業３校> 

実施日 実施場所 対象 参加人数 

11/11、11/12、

11/13 
市立高等学校 １年生、２年生６クラス 216 人 

11/27、12/12、

12/13、12/19、

1/15 

静岡県富士見高等学校 １年生 12クラス 334 人 

1/28、1/29、

1/30 
吉原高等学校 １年生４クラス 159 人 
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 <若年層に対する啓発講座>  

実施日 実施場所 対象 参加人数 

4/9 パーパス株式会社本社富士工場 令和６年度新入社員 31 人 

4/8 富士市役所 
令和６年度新規採用職

員 
80 人 

4/23 富士信用金庫本部 令和６年度新入社員 12 人 

4/24 市立看護専門学校 １年生、２年生 73 人 

 

 

 <高齢者・障害者に対する啓発講座> ※市政いきいき講座 

実施日 実施場所 対象 参加人数 

6/4 富士南まちづくりセンター 
南部教養講座～みなみ

教養大学～ 
22 人 

6/10 若松町 3丁目公会堂 
いきいきサロンわかま

つ 
16 人 

6/13 田子浦まちづくりセンター 
南部教養講座～田子浦

教養大学～ 
14 人 

6/15 東町公会堂 サロンあずま 25 人 

6/18 富士北まちづくりセンター 
南部教養講座～北翔大

学～ 
14 人 

6/20 富士見台 1丁目集会所 
富士見台 1丁目おしゃ

べりサロン 
16 人 

7/17 新浜公会堂 新浜いいあんばい 29 人 

7/20 富士市交流プラザ 
障害者就業・生活支援セ

ンターチャレンジ 
28 人 

8/6 大淵まちづくりセンター 健康会 10 人 

8/21 南町・御幸町公会堂 南町・御幸町いこいの会 13 人 

8/26 JA オアシス吉永 JA オアシス吉永 15 人 

8/28 JA オアシス吉永 JA オアシス吉永 13 人 

9/9 城山町公会堂 城山シニアクラブ 31 人 

9/29 吉原まちづくりセンター 
富士市手をつなぐ育成

会 
17 人 

11/7 松野まちづくりセンター 介護予防教室 17 人 

11/13 富士川まちづくりセンター 
西部教養講座～ふじか

わ大学～ 
15 人 

11/14 岩松まちづくりセンター 
西部教養講座～かりが

ね大学～ 
12 人 

11/28 富士川まちづくりセンター 介護予防教室 9 人 

12/12 須津まちづくりセンター 
東部教養講座～大棚倶

楽部～ 
9 人 

12/17 原田まちづくりセンター 
東部教養講座～ほたる

の郷大学～ 
20 人 

1/25 森島公会堂 森島区敬老会 45 人 

2/14 厚原北１公会堂 
丘地区悠容クラブ壮寿

会 
19 人 

3/8 富士楽寿園 介護予防教室 23 人 

3/12 ケアハウス 富士の里 生きがいデイサービス 29 人 
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 <高齢者に対する啓発講座> ※地区における消費者啓発講座 

実施日 実施場所 対象 参加人数 

12/6 浮島まちづくりセンター 
浮島地区消費者啓発講

座 
20 人 

3/13 丘まちづくりセンター 丘地区消費者啓発講座 8 人 

 

 

 <高齢者・障害者を見守る方に対する啓発講座> 

実施日 実施場所 対象 参加人数 

4/25 富士市フィランセ 富士市食生活推進委員 51 人 

10/10 富士市フィランセ 市民後見人継続研修 15 人 

11/1 富士市フィランセ 
富士市ボランティア連絡

会 
19 人 

 

 

<夏休み親子消費者教室> 

実施日 内容（テーマ） 対象 参加人数 

7/29 
ジュースのふしぎ探検隊～人工オ

レンジジュースを作ってみよう～ 
小学４～６年生の親子 6 組 13 人 

8/1 
おこづかいゲーム～今日からわた

しもやりくり上手～ 
小学１～４年生の親子 13 組 30 人 

8/7 
ジュースや果物に含まれる糖分と

ビタミン Cを調べてみよう！ 
小学４～６年生の親子 6 組 13 人 

 

 

<市民生活講座> 

実施日 内容（テーマ） 対象 参加人数 

9/10 円満な相続のために 

市民一般 

34 人 

11/23 
市立高生からLINEの使い方を教わ

ろう！ 
15 人 

12/5 初心者向け！資産形成のポイント 18 人 

2/21 はじめてのキャッシュレス決済 28 人 

3/7 想いを伝える遺言書の書き方 42 人 

 

 

 

  市民への情報提供、啓発 

 ①消費生活モニター事業の実施 

  〇活動内容 
  ・学習会等への参加、市民生活講座の企画運営 

・生活展での消費者啓発パネルの展示 
・消費者被害防止キャンペーン等の啓発事業への参加 
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 ②第 50 回生活展の開催（富士市消費者運動連絡会と共催） 

〇日時  令和６年 11 月 23 日(土) 午前 10 時～午後２時 

〇会場  富士市交流プラザ 多目的ホール・会議室１ 

  〇内容  パネル展示、静大生の消費生活クイズ、市民生活講座、フリーマーケット、特殊詐欺被

害予防メッセージカードの展示
※１

、障害福祉サービス事業所の物販等 

※１：市立高等学校から、生徒が作成した高齢者に詐欺被害への注意を呼び掛けるメッ

セージカードを市に贈呈いただきました。今後、出前講座等を通して高齢者に配

布します。 

 ＜記念講演＞ 

  生活展の開催 50 回目を記念し、生活展と同日に記念講演を開催。 

  ○日時  令和６年 11 月 23 日（土） 

  ○会場  富士市交流プラザ 会議室１ 

  ○講師  色川 卓男 氏（静岡大学学術院教育学領域 教授） 

  ○演題  消費者問題と消費者教育～目指せ！かしこい消費者～ 

 

 

 ③消費者被害防止キャンペーンの実施 

  ５月の消費者月間、12 月の消費者被害防止月間に各種啓発活動を実施。また、10 月と 12 月の年

金支給日には、特殊詐欺被害防止の啓発活動とあわせて消費者被害防止の啓発活動を実施。 

  <街頭啓発> 

  【５月（消費者月間）】 

  〇日時  令和６年５月 14 日（火） 午前 10 時～11 時  

  〇場所  イオンタウン富士南、しずてつストア富士吉原店 

  【10 月（特殊詐欺被害防止の啓発とあわせて実施）】 

  〇日時  令和６年 10 月 15 日（火） 午前 10 時～11 時 

  〇場所  富士信用金庫富士見台支店 

【12 月（消費者被害防止月間）】 

  〇日時  令和６年 12 月 10 日（火） 午前 10 時～11 時 

  〇場所  しずてつストア富士吉原店、エスポット新富士駅南店 

【12 月（特殊詐欺被害防止の啓発とあわせて実施）】 

  〇日時  令和６年 12 月 13 日（金） 午前 10 時～11 時 

  〇場所  富士信用金庫富士岡支店 

   

<啓発パネルの展示>  

  【５月（消費者月間）】 

  〇期間  令和６年５月 17 日（金）～５月 31 日（金） 

  〇場所  市庁舎２階 市民ホール 

【12 月（消費者被害防止月間）】 

  〇期間  令和６年 12 月 16 日（月）～12 月 27 日（金） 

  〇場所  市庁舎２階 消防防災庁舎連絡通路 
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<横断幕の掲出> 

   市役所前歩道橋及び富士駅北ペデストリアンデッキにて啓発用横断幕を掲出 

 

  <公用車へのマグネットシート貼付> 

   公用車に啓発用マグネットシートを貼付 

 

 

 ④悪質電話対策機器購入費補助事業の実施 

  〇補助内容  市内に住所を有する 65 歳以上の方を対象に、悪質電話対策機能を備えた機器購入費

のうち、１万円を上限に補助 

  〇補助件数  304 件 

 

 

 ⑤広報ふじへの記事掲載 

  〇掲載号   令和７年３月号 

  〇タイトル  「ご注意を！こんな消費者トラブルがありました」 

 

 

 ⑥地方紙への記事掲載 

  〇掲 載 紙  富士ニュース（毎月）、岳南朝日新聞（偶数月） 

  〇掲載内容  話題性が高い相談事例とトラブルに対するアドバイス 

 

 

 ⑦ラジオ番組、ＣＭの放送 

  〇放送回数  ５分番組 12 回、20 秒ＣＭ37 回、40 秒ＣＭ37 回 

  〇放送番組  Radio-ｆ「トラブルファイル」 

   〇番組放送時間  毎月第 4 火曜日 午前９時 40 分～９時 45 分 

  〇ＣＭ素材  「スマホ架空請求編」「身に覚えのない健康食品編」「ＳＦ商法編」 

「インターネットショッピング編」「老人ホームの入居権詐欺編」 

 

 

 ⑧その他の啓発活動 

実施日 イベント名（実施場所） 概要 

10/12 
富士市民エンジョイスポーツデー 

（富士総合運動公園） 

消費者クイズを実施し、啓発品を

配布 

1/12 
富士市はたちの記念式典 

（ロゼシアター） 

啓発リーフレットを配布し、啓発

スピーチを実施 

 

 

 

  消費者教育の人材の育成、活用、連携 

 ①消費生活モニター学習会の実施 

実施日 内容（テーマ） 参加人数 

2/12 市内で被害の多い悪質商法への対処法 17 人 

3/4 悪質なネット広告に注意 30 人 
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 ②消費者教育推進地域協議会の開催 

〇開催日 令和６年７月 12 日（金） 

〇内容  「第３次富士市消費者教育推進計画」令和５年度実績及び令和６～８年度実施計画につ

いて 

 

 ③富士市消費生活協力団体の委嘱 

   消費生活協力団体とは、消費者安全法に基づき、消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動

を行う、市内に事務所等を有する民間団体・事業者のうちから市長が委嘱するものです。消費生活

協力団体は、消費者の安全を確保するために、消費者教育や啓発、市への情報提供などの活動を行

います。 

   

  ＜令和６年度の委嘱＞ 

  〇委 嘱 日  令和７年２月 20 日（木） 

  〇委嘱した事業者  株式会社静岡中央銀行、富士伊豆農業協同組合富士地区本部 

 

  ＜富士市消費生活協力団体に委嘱されている事業者＞ 

  ○以下の 10 事業者 

事業者 委嘱した日付 

 スルガ銀行株式会社 

令和６年２月20日 

 株式会社清水銀行 

 しずおか焼津信用金庫 

 富士宮信用金庫 

 富士信用金庫 

 静岡県労働金庫富士支店 

 ゆうちょ銀行吉原店 

 富士市内郵便局（24 局） 

 株式会社静岡中央銀行 
令和７年２月20日 

 富士伊豆農業協同組合富士地区本部 

 

 

④消費者安全確保地域協議会の開催 

〇開催日 令和７年２月 20 日（木） 

  〇内容  富士市消費生活センターに寄せられた相談事例、富士市消費者安全確保地域協議会の 

       連携事例、消費者被害防止に向けた各構成機関・団体の取組、構成機関・団体間での意

見交換など 
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  製品安全への取組 

 ①立入検査の実施 

<家庭用品品質表示法に基づく立入検査> 

〇検査実施店舗数 ２店舗 

検査品目 検査件数 違反件数 

靴下 766 件 0 件 

バケツ 21 件 0 件 

接着剤 12 件 0 件 

 

<消費生活用製品安全法に基づく立入検査> 

〇検査実施店舗数 特定製品４店舗、特定保守製品１店舗 

検査品目 検査件数 違反件数 

（特定製品） 

レーザーポインター 1 件 0 件 

石油ストーブ 6 件 0 件 

（特定保守製品） 

石油給湯器 1 件 0 件 

 

<電気用品安全法に基づく立入検査> 

〇検査実施店舗数 ３店舗 

検査品目 検査件数 違反件数 

電熱器具（電気ストーブ） 3 件 0 件 

交流用電気機械器具（直流電

源装置） 
69 件 0 件 

リチウムイオン蓄電池 133 件 0 件 

 

 

 ②市民への情報提供 

  ＜市ウェブサイトへの掲載＞ 

   回 数 ３回 

 内 容 ・不審電話に関する注意喚起、分電盤の点検商法に関する注意喚起 

       ・海外事業者の鉄サプリメントの長期服用による鉄過剰症に関する注意喚起 

       ・会社の所在地等として市役所の所在地等を無断で掲載している通販サイトに関する注

意喚起 

  ＜メール・LINE による情報提供＞ 

   回 数 19 回 

   内 容 ・副業の高額なサポート契約を迫る業者に関する注意喚起 

       ・不審電話に関する注意喚起 

       ・給湯器の点検商法に関する注意喚起 
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５ 生活環境緊急整備事業 

  スズメバチの巣の駆除、調査 

ハチ類の中で刺傷すると特に危険なスズメバチについて、市民の不安と危険の解消を図るため、個人の

自宅に作られたスズメバチの巣（生息中）の駆除を行っています。また、スズメバチかどうかわからないハチ

の巣については、調査を行います。 

  〇令和６年度自己負担金： 3,000 円（税別）   

 

 ①駆除等件数及び執行額 

 件数 執行額 

巣の駆除 380 件 2,249,500 円 

調査 88 件 193,600 円 

合計 468 件 2,443,100 円 

 

②月別件数 

 

 

③月別執行額 
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④年度別件数 

 

 

 

  防護服の貸出 

スズメバチ以外のハチの巣駆除用として防護服の貸出を行っています。 

 

  月別貸出件数と推移 

月別 

貸出件数 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 計 

令和６年度 0 件 0 件 1 件 4 件 5 件 5 件 1 件 0 件 0 件 0 件 16 件 

令和５年度 0 件 0 件 0 件 5 件 6 件 8 件 1 件 1 件 0 件 0 件 21 件 

令和４年度 1 件 1 件 0 件 8 件 9 件 2 件 1 件 1 件 0 件 0 件 23 件 
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６ 参考資料 
 

集計データ種別： 地域データ

集計対象期間：2024年04月～2025年03月
集計対象センター：

苦情・問合せ・要望

当該年 前年同期 前年同期比 当該年 前年同期 前年同期比

2,255 1,910 118.1 42 31 135.5 

男性 991 897 110.5 148 162 91.4 

女性 1,214 963 126.1 22 24 91.7 

２０歳未満 29 43 67.4 327 374 87.4 

２０歳代 126 131 96.2 1 3 33.3 

３０歳代 152 144 105.6 110 103 106.8 

４０歳代 255 238 107.1 1,161 927 125.2 

５０歳代 374 294 127.2 1,231 1,109 111.0 

６０歳代 418 368 113.6 187 183 102.2 

７０歳以上 801 587 136.5 0 1 0.0 

その他・不明 100 105 95.2 1 0

平均年齢 61 58 104.5 14 16 87.5 

給与生活者 912 776 117.5 6 10 60.0 

自営・自由 72 118 61.0 32 20 160.0 

家事従事者 338 257 131.5 553 517 107.0 

学生 29 44 65.9 224 203 110.3 

無職 781 629 124.2 578 588 98.3 

団体 36 37 97.3 10 12 83.3 

その他・不明 87 49 177.6 175 115 152.2 

１万円未満 229 253 90.5 5 8 62.5 

５万円未満 284 269 105.6 44 37 118.9 

１０万円未満 70 72 97.2 13 12 108.3 

５０万円未満 198 186 106.5 653 418 156.2 

１００万円未満 78 72 108.3 1 商品一般 444 221 200.9 

５００万円未満 143 132 108.3 2 融資サービス 173 167 103.6 

１千万円未満 21 23 91.3 3 化粧品 152 109 139.4 

５千万円未満 28 31 90.3 4 空調・冷暖房・給湯設備 96 20 480.0 

１億円未満 3 3 100.0 5 役務その他 93 90 103.3 

１億円以上 1 0 6 レンタル・リース・貸借 74 101 73.3 

その他・不明 1,200 869 138.1 7 工事・建築・加工 74 134 55.2 

合計金額 1,683,621,524 1,338,553,181 125.8 8 健康食品 72 55 130.9 

平均金額 1,595,850 1,285,834 124.1 9 他の金融関連サービス 64 33 193.9 

商品一般 444 221 200.9 10 理美容 58 19 305.3 

食料品 125 111 112.6 11 インターネット通信サービス 55 57 96.5 

住居品 86 66 130.3 12 自動車 51 48 106.3 

光熱水品 61 43 141.9 13 他の教養・娯楽 38 48 79.2 

被服品 66 96 68.8 14 電気 34 23 147.8 

保健衛生品 190 138 137.7 15 他の住宅設備 33 8 412.5 

教養娯楽品 101 106 95.3 1 個人情報 524 364 144.0 

車両・乗り物 62 64 96.9 2 解約＠ 438 460 95.2 

土地・建物・設備 160 67 238.8 3 インターネット通販 434 427 101.6 

他の商品 1 1 100.0 4 信用性 383 342 112.0 

商品計 1,296 913 141.9 5 詐欺 309 145 213.1 

クリーニング 2 4 50.0 6 連絡不能 293 276 106.2 

レンタル・リース・貸借 74 101 73.3 7 高価格・料金 271 306 88.6 

工事・建築・加工 74 134 55.2 8 電話勧誘 259 149 173.8 

修理・補修 21 18 116.7 9 虚偽説明 259 201 128.9 

管理・保管 1 0 10 身分詐称 226 112 201.8 

役務一般 13 12 108.3 11 返金 219 185 118.4 

金融・保険サービス 298 276 108.0 12 定期購入 208 149 139.6 

運輸・通信サービス 125 113 110.6 13 家庭訪販 205 200 102.5 

教育サービス 4 5 80.0 14 クレジットカード 171 115 148.7 

教養・娯楽サービス 89 126 70.6 15 多重債務 170 176 96.6 

保健・福祉サービス 108 68 158.8 

他の役務 107 98 109.2 

内職・副業・ねずみ講 26 20 130.0 

他の行政サービス 8 18 44.4 

役務計 950 993 95.7 

他の相談 9 4 225.0 

総計 2,255 1,910 118.1 

PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）集計データ

富士市消費生活センター

項　　　目 項　　　目

相談件数

相
談
内
容
分
類

安全・衛生

契
約
当
事
者

性
別

品質・機能、役務品質

法規・基準

年

齢
別

価格・料金

計量・量目

表示・広告

販売方法

職
業
別

生活知識

その他

販
売
購
入

形
態

店舗購入

訪問販売

通信販売

マルチ・マルチまがい取引

電話勧誘販売

契
約
・
購
入
金
額

ネガティブ・オプション

訪問購入

その他無店舗販売

不明・無関係

商
品
・
役
務
別
相
談
件
数

（
上
位
Ｋ
Ｗ
集
計

）

商
品
大
分
類

内
容
等

キ
ー

ワ
ー

ド

契約・解約

接客対応

包装・容器

施設・設備

買物相談
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